
      

 

＜地球環境との共存共栄＞ 

平成２１年度 環境活動の目標と実績 
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実　績 評　価　

　温室効果ガス排出量
　平成19年度から平成21年度までに、
　平成18年度対比 6%削減する 33.04% ○

　紙使用量
　平成20年度比0.98％削減する
　（A4換算枚数） 9.64% ○

　帳簿用紙の電子化・廃止 　帳簿用紙50種類を電子化・廃止 135種類 ○

　連続用紙使用量 　平成20年度比0.1％削減 91.58% △

　事務室電力 　平成20年度比0.5％削減する 2.42% ○

　ガス使用量 　27,300㎥以下にとどめる 26,733㎥ ○

　水道使用量 　24,400㎥以下にとどめる 23,125㎥ ○

　環境対応車 　自社車輌38台を環境対応車に切り替える 37台 △

　エコプラス定期預金　 　340,000件を推進する 247,209件 ×

　エコ＆耐震住宅ローン 　500件を推進する 801件 ○

　無担保ローン（エコ関連） 　212件を推進する 198件 △

　PLB資金・エコクリーン資金 　200件を推進する 174件 △

　PLB賛同先数(累計)の管理 　6,000先を期待値とする 6,894先 ○

　PLB格付先数(累計)の管理 　6,000先を期待値とする 6,396先 ○
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温室効果ガス排出量削減最終結果（平成 19年 4月～平成 22年 3月） 

 

 

※省エネ活動のエネルギー使用量については、平成19年度～平成21年度の3年間の平均値を計上しています。 

※ＣＯ2排出量は真水で 5.5％の削減となりましたが、排出権を購入しカーボンオフセットすることにより、33.04％の

削減が図れました。 

※平成 18 年度（基準年）のＣＯ２排出量は 8,791.9ｔです。 

＜地球環境との共存共栄＞ 

温室効果ガス排出量３３．０４％削減の内訳 
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項目 取り組み内容 累計実績 削減計画
ＣＯ２削減量
合計

ＣＯ２削減率

省エネ活動
  電力、都市・ＬＰｶﾞｽ、上下水道、ガソリン、
  重油使用量の削減

 電          力：426.8千kWｈ増加
 都市・ＬＰｶﾞｽ：▲10,467㎥
 上 下 水 道 ：▲10,235㎥
 ガ ソ リ ン   ：10.5ｋｌ増加
 重油使用量 ：▲39.6kl

263.7ｔ 483.36t 5.50%

  ①「ジャストサポート（ｴｺ）」
　   「ＰＬＢ」「エコ・クリーン資金」
　　 （環境対応車購入）の実行
  ②「エコ＆耐震」
　   「セレクトリフオームローン」
     太陽光発電システムの導入資金実行

①610件
②161件

①101.58ｔ
②149.94ｔ

1.72%

  ③「カーボンオフセット定期預金 未来の種」
     による地球温暖化防止 ③6,564ｔ ③2,188ｔ 24.89%

植樹活動   役職員ボランティアによる植樹 5,100本 16.8t 57.12ｔ 0.65%

自社車輌の環境
対応車への切替

  環境対応車への切替 136台 29.8t 24.5ｔ 0.28%

554.5t 2,904.5ｔ 33.04%

本業を通じた
ＣＯ２削減

244.2t



      

 

 

１． 対象期間：平成 21 年 4 月 1日～平成 22 年 3 月 31 日 

２． 対象範囲：滋賀銀行（単体） 

３． 集計方法：環境省「環境会計ガイドライン」を参考 

 
※ 平成 21 年度における環境対応型融資商品の取り組み内容は以下の通りです。 

①環境対応型融資商品の残高は 82,750 百万円となりました。 

②お客さまの環境保全活動をサポートするために 168 百万円の金利を優遇いたしました。 

その結果、環境対応型融資商品による融資収益(貸出金利息-資金調達原価)は 313 百万円となりました。 

※ 環境対応型融資商品による資金利益の増加と、エネルギー費用等の削減により、350 百万円が経済効果となりました。 

＜地球環境との共存共栄＞ 

環境会計 
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（1）環境保全コスト 　　　　（単位：千円）

（1）事業エリアコスト
（1）-1　 公害防止コスト 土壌汚染防止のためのコスト

【投資額】南草津パーソナル、上野、大垣支店の環境保全投資
【費用額】低公害車、破砕機リース料及び減価償却費

（1）-3 資源循環コスト 一般・産業廃棄物の処理、処分コスト
（2）上・下流コスト 再生紙回収、リサイクル費用
（3）管理活動コスト 環境広告、環境商品パンフレット、環境イベント、減価償却費等
（4）研究開発コスト 環境保全に資する会費、研究コスト
（5）社会活動コスト 学校ビオトープ支援、ニゴロブナ放流、環境ボランティア費用

（2）環境保全効果

電力使用量（千kWh）
都市ガス（㎥）
ＬＰガス（㎥）
上下水道（㎥）
ガソリン（注入量・kℓ）
重油（注入量・kℓ）

環境対応車購入資金（実行件数）

未来の種による排出権購入累計（ＣＯ2/ｔ）
植樹活動（累計本数）
公用車の環境対応車への切替（累計台数）
環境対応型融資商品の残高（百万円）
環境対応型融資商品による金利優遇額（百万円）

（3）環境保全対策に伴う経済効果 　　　　（単位：千円）

427
13,639
52,454 349,857

313,521
3,904
122

32,310

平成19年度 平成20年度 平成21年度
▲ 100,862
43,992
501

▲ 35,961
▲ 92,330

33,400
具体的な取り組み

環境対応型融資商品による資金利益
エコ関連ファンド販売手数料
リサイクルによる売却収入

効果の内容

収益

費用削減
合計

2,3666,8944,528

省エネ、省資源によるエネルギー費用の節減

4,988

事業活動から産出する財・サー
ビスに関する環境保全効果

100
6,564
16,280

太陽光発電システム導入資金（実行件数）

37

35

328

156
12

事業活動から排出する環境負荷
に関する環境保全効果（アウト
プット）

温室効果ガス（ＣＯ2）排出量（t-ＣＯ2）

事業活動に投入する資源に関す
る環境保全効果（インプット）

6,812

299
62

57,559
1,612

118,832

21,152

合計 49,047 331,838

環境保全効果の分類 環境パフォーマンス指標（単位）

6,889

174,804
2,231

111,554

27,851
6,192

分類
平成21年度

備考
投資額 費用額
49,047 141,722

環境対応型金融商品による地域
への環境保全活動

エコプラス定期（累計件数）
エコ＆耐震住宅ローン実行（累計件数）

2,317

（1）-2 地球環境保全コスト 49,047

801

琵琶湖原則支援資金実行累計額（百万円） 4,36516,33311,968

3,583
琵琶湖原則賛同先数（累計先数）

1,515

4,568

平成20年度対比

▲ 6,581
▲ 687

▲ 97
▲ 6,470
▲ 8

1,353,001
2,782

4,000
16,180
291

85,258
384

平成20年度

2,564

291

90

▲ 2,244

246

112,362

55

平成21年度

20,465

環境保全効果

▲ 6

1,600,210 247,209

82,750
168

▲ 2,508
▲ 216

50,978

23



      

 
 

滋賀銀行の行動規範 

 

 

１.信頼の確保と社会的責任の遂行 

  銀行の公共的、社会的使命を十分に認識し、ＣＳＲ（企業の社会的責任）を果たすこ

とにより、揺るぎない信頼の確保に努めます。 
 
２.質の高い金融サービスの提供 

  お客さまに提供する商品・サービスについて、常に創意と工夫をこらし、社会の発展

に貢献します。 
 
３.法令やルールの厳格な遵守 

  あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、誠実かつ公正な企業活動を遂行します。 
 
４.社会とのコミュニケーションの充実 

  経営情報等の積極的かつ公正な開示により、顧客、株主、地域社会等とのコミュニケ

ーションを図り、透明な経営の確保に努めます。 
 
５.役職員の人権の尊重による働きがいのある職場づくり 

役職員の人権と個性を尊重し、各人の能力を最大限に発揮できる活力ある職場づくり

に努めます。 
 

６.環境経営の推進 

  省資源に努めるとともに、地域社会と連携して環境保全に貢献する「環境経営」を積

極的に展開します。 
 
７.社会貢献活動の充実 

  郷土を愛し、社会とともに歩む「良き企業市民」として、文化や福祉活動等の多面的

な社会貢献活動の充実に努めます。 
 
８.反社会的勢力の排除 

  健全な市民社会に脅威を与える反社会的勢力は断固排除します。 
 

＜コンプライアンスの取り組み＞ 

コンプライアンスの取り組み 

本編  

  Ｐ30



      

 

内部統制システムの整備状況 

当行では、会社法および会社法施行規則に基づき、内部統制システム構築に関する基本

方針を取締役会において決議し、下表のとおり、業務の適正を確保する体制の整備に努め

ています。 

 

 

 

 

 

 



      

個人情報保護 

 当行は「個人情報の保護に関する法律」に基づき7項目からなる「個人情報保護方針」（別表

参照）を制定するとともに、「個人情報の取り扱いについて」を公表し、個人情報を利用する際

の「業務内容」、「利用目的」などを行内外に明らかにしています。 

業務統轄部内には、「情報管理室」を設置し、当行の情報セキュリティに関する体制の整備

や情報を適切に管理するための対策の立案、指導などを行っています。 

また、行内横断的な審議の場として「情報セキュリティ委員会」を設け、情報の漏洩防止、シ

ステムの安全管理など情報資産のセキュリティ向上に必要な施策などを検討しております。 
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